
          (１枚目)

　本申請に基づき認定される競争参加資格は、貴機構においてのみ有効な資格であることを了解の上、審査を申請します。
　なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

令和　　　　年　　月　　日

殿

法人番号

）

（18 代理申請時使用欄）

申請代理人郵便番号

申請代理人住所 申請代理人電話番号

申請代理人氏名

22 設立年月日（和暦） 　　　年　　月　　日 みなし大企業
下記のいずれかに該当する 該当しない

・発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業
・発行済株式の総数又は出資金額の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業

※欄については、記載しないこと（以下同じ）。 ・大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業

年

※電子入札用ＩＣカー
ドの登録番号

（ 記 載 不 要 ）

（外資比率：100％） （外資比率：　　　％）　（外資比率：　　　％）

［ 国 名 ： ］ ［ 国 名 ： ］ ［ 国 名 ： ］ ［ 国 名 ： ］

外資状況 １ 外 国 籍 会 社 ２ 日 本 国 籍 会 社 ３　 日  本  国  籍  会  社

 申請代理人

※メールアドレス ( 記載不要）」

本社(店)ＦＡＸ番号

（内線番号

担当者電話番号本社(店)電話番号

担当者氏名代表者氏名

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

役職

商号又は名称

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

本社(店)住所

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

本社(店)郵便番号 －

２：更新   04 建設業許可番号 －

※03 業 者 コ ード01
※

１：新規 ※02受付番号

23

総職員数
（人）

営業年数

※ 申請者

05 の規模

 06 適格組   合証明

   合証明

  　　年　　月　　日

第　　　　　　　　　号

令和　　年度　独立行政法人住宅金融支援機構競争参加資格審査申請書（建設工事）

独立行政法人住宅金融支援機構　契約担当役
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（２枚目）

24

01 02 03 04 05 06 07 08

北海道 東北
関東

甲信越
東海
北陸

近畿 中国 四国
九州
沖縄

01

02

03

04

05

06

07

08

09

10

11

① 競 争 参 加 資 格 希 望 工 種 区 分

②競争参加(工事の受注）を希望する地域（○を付けてください）

一 般 土 木

造 園

建 築

電 気 設 備

機 械 設 備

通 信 設 備

受 変 電 設 備

合　　　　　　　計

暖 冷 房 衛 生

塗 装

維 持 修 繕

杭 打

※受付番号

※業種コード

競争参加を希望する地域等(複数選択可能）



 （３枚目）

－

業　態　調　書
該当の有無について 有 無

資本関係に関する事項

 親会社等（会社法第２条第４号の２の規定によるもの。）

1 建設業許可番号 －

本店住所

 親会社等（会社法第２条第４号の２の規定によるもの。）

2 建設業許可番号 －

本店住所

 子会社等（会社法第２条第３号の２の規定による子会社）のうち、建設業許可を有している子会社

　建設業許可番号 商号又は名称（35文字以内） 　建設業許可番号 商号又は名称（35文字以内）

1 － 11 －

2 － 12 －

3 － 13 －

4 － 14 －

5 － 15 －

6 － 16 －

7 － 17 －

8 － 18 －

9 － 19 －

10 － 20 －

役員の兼任に関する事項
　役職名 　氏名 兼任先の建設業許可番号 　兼任先の商号又は名称（35文字以内） 兼任先での役職

1 －

2 －

3 －

4 －

5 －

6 －

7 －

8 －

9 －

10 －

【記載要領】

１　本調書は、申請日現在で作成すること。

２　親会社等が建設業許可を受けていない場合には、建設業許可番号欄に「なし」と記載すること。

３　役職名には、「代表取締役」、「取締役」（社外取締役を含む。）、「執行役」、「業務執行社員」、「理事」、「管財人」又は「その他」のいずれかを記載する。「監査役」、「執行役員」等は役員に該当しない。

更生会社･再生手続中の会社 商号又は名称

※受付番号 ※建設業許可番号

本店電話番号（大代表）

更生会社･再生手続中の会社 商号又は名称

本店電話番号（大代表）



（４枚目）

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

【記載要領】

1 本表は、申請日現在で作成すること。

2 「営業所名称」欄には、常時契約を締結する本社（店）又は支社（店）等営業所の名称を記載すること。

3 「所在地」欄には、営業所の所在地を上段から左詰めで記載すること。

4 「電話・ＦＡＸ番号」欄には、上段に電話番号を、下段にＦＡＸ番号を記載することとし、市外局番、市内局番及び番号は「－（ハイフン）」で区切ること。
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営　　  業　　  所　　  一　　  覧 　　 表

番
号

営 業 所 名 称
郵便
番号

所        在        地

電 話 番 号（上段）

ＦＡＸ番号（下段）

※業者コード※受付番号


